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令和6年度
沖縄市地域密着型サービス事業所集団指導

沖縄市健康福祉部

介護保険課管理係
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定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

●令和６年度介護報酬改定について●

①身体的拘束等の適正化の推進

②管理者の配置要件の見直し・管理者の責務及び兼務範囲の明確化

③随時対応サービスの集約化できる範囲の見直し

④基本報酬の見直し

⑤緊急時訪問看護加算の見直し

⑥ターミナルケア加算の見直し

⑦退院時共同指導加算の見直し

⑧総合マネジメント体制強化加算の見直し

⑨認知症専門ケア加算の見直し

⑩口腔連携強化加算
2
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①身体的拘束等の適正化の推進

• 利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急や
むを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。

• 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利
用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなけれ
ばならない。

• 上記記録は5年間保存しなければならない。

3

赤本P443

社保審資料P51

新設

沖縄市独自基準

身体拘束とは？

• 身体拘束とは、「本人の行動の自由を制限すること」です。

• 身体拘束は、本人の行動を、当人以外の者が制限することであり、
当然してはならないことです。

• 緊急やむを得ない場合であっても、当人以外の者が、本人に対して、
非常に強い権限を行使する重みを理解し、本人の尊厳を守るために、
適正な手続きを極めて慎重に行う必要があります。

（「介護施設・事業所等で働く方々への身体拘束廃止・防止の手引
き」より抜粋）
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身体拘束廃止・防止の対象となる具体的な行為の例
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「緊急やむを得ない場合」の要件

6

当該入所者（利用者）又は他の入所者（利用
者）等の生命または身体を保護するために緊
急やむを得ない場合

＜適正な手続きを経た身体拘束＞

・「本人の尊厳を守る」ために行う。

・「切迫性」「非代替性」「一時性」の３
つの要件を満たすかどうかを組織等で話し
合い、かつ、それらの要件の確認等の手続
きを極めて慎重に行うこと。
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参考：「高齢者虐待防止の基本」（厚労省資料）より抜粋
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参考（厚生労働省資料）
• 介護施設・事業所等で働く方々への身体拘束廃止・防止の手引き

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001248430.pdf

• 高齢者虐待防止の基本

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001092088.pdf

• 高齢者虐待防止に資する研修・検証資料等（厚生労働省ホームページ）

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_22750.html
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https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001248430.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001092088.pdf
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②管理者の配置要件の見直し・管理者の責
務及び兼務範囲の明確化

9

社保審資料P119

赤本P434

管理者の配置要件

原則 事業所ごとに、専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。

兼務できる要件

※当該事業所の管
理業務に支障がな
い場合に限る。

①当該事業所の他の職務に従事する場合。

②指定訪問介護、指定訪問看護又は指定夜間対応型訪問介護の指定を合わせて
受け、同一の事業所においてそれぞれの事業所が一体的に運営されている場合、
当該一体的に運営されている他の事業所の職務に従事する場合。

③同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又は従業者と
しての職務に従事する場合であって、当該他の事業所、施設等の管理者又は従
業者としての職務に従事する時間帯も、当該事業所の利用者へのサービス提供
の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握でき、職員及び業務の一元的な管
理・指揮命令に支障が生じないときに、当該他の事業所、施設等の管理者又は
従業者としての職務に従事する場合。
（他の事業所、施設等の事業の内容は問わない）

管理者業務に支障があると考えられるもの

• 管理すべき事業所数が過剰であると個別に判断される場合

• 併設される入所施設において入所者に対しサービス提供を行う
看護・介護職員と兼務する場合（施設における勤務時間が極め
て限られている場合を除く）

• 事故発生時等の緊急時において管理者自身が速やかに当該事業
所に駆け付けることができない体制となっている場合

等

10

（新たに例示）解釈通知
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管理者の責務

①管理者は、当該事業所の従業者及び業務の管理を一元的に行わ
なければならない。

②管理者は、事業所の従業者にこの節の規定を遵守させるため必
要な指揮命令を行うものとする。

11

介護保険法の基本理念を踏まえた利用者本位のサービス
提供を行うため、利用者へのサービス提供の場面等で生
じる事象を適時かつ適切に把握しながら、従業者及び業
務の管理を一元的に行うとともに、従業者に運営基準を

遵守させるための必要な指揮命令を行う

赤本P447

令和6年度介護報酬改定に関するQ&A

• Vol.1 問184

＜参考＞

介護事業所・施設の管理者向けガイドライン

https://www.espa.or.jp/surveillance/pdf/surveillance/r01/r01_0
1report_img_09.pdf

12

（●参考資料３）

https://www.espa.or.jp/surveillance/pdf/surveillance/r01/r01_01report_img_09.pdf
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③随時対応サービスの集約化できる範囲の見直し

13

社保審資料P128 赤本P430・449

沖縄市条例第32条（勤務体制の確保等）

３ 前項本文の規定にかかわらず、随時対応サービスについては、
市長が地域の実情を勘案して適切と認める範囲内において、複数
の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の間の契約に基
づき、当該複数の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所
が密接な連携を図ることにより、一体的に利用者又はその家族等
からの通報を受けることができる。

解釈通知（勤務体制の確保等）

基準第三条の三十（沖縄市条例第32条）は、利用者に対する適切な指定定期巡
回・随時対応型訪問介護看護の提供を確保するため、職員の勤務体制等について
規定し たものであるが、次の点に留意する必要がある。

④ 基準第三条の三十第三項（沖縄市条例第32条第3項）は、随時対応サービスに
限り、複数の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の間での一体的実施
ができる こととしたものである。この場合において、一体的実施ができる範囲に
ついて市町村・都道府県を越えることを妨げるものではなく、随時対応サービス
が単なる通報受け付けサービスではないことを踏まえ、それぞれの事業所におけ
る利用者情報（提供されている具体的なサービスの内容、利用者の心身の状況や
家族の状況等）、事業所周辺の医療機関の情報、随時の気象状況や道路状況等、
当該事業所が随時対応サービスを行うために必要な情報が随時把握されており、
かつ、平均的な随時対応件数を踏まえて適切な体制が確実に確保されており、利
用者の心身の状況に応じて必要な対応を行うことができる場合に認められるもの
であり、あること。全国の利用者に対する随時対応サービスを一か所の指定定期
巡回・随時対応型 訪問介護看護事業所に集約するような業務形態は想定していな
い。（以下略） 14
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④基本報酬の見直し

15

青本P553

社保審資料P143

⑤緊急時訪問看護加算の見直し

緊急時訪問看護加算 算定要件

Ⅰ（新設） ① 利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求められた場
合に常時対応できる体制にあること。

② 緊急時訪問における看護業務の負担の軽減に資する十分な業務管理等の体
制の整備が行われていること。

Ⅱ（従来相当） 上記①に該当するものであること。

16

社保審資料P121

青本P562

次に掲げる項目のうち、ア又はイを含むいずれか2項目以上を満たす必要がある。

ア 夜間対応した翌日の勤務間隔の確保
イ 夜間対応に係る勤務の連続回数が2連続（2回）まで
ウ 夜間対応後の歴日の休日確保
エ 夜間勤務のニーズを踏まえた勤務体制の工夫
オ ＩＣＴ、ＡＩ、ＩｏＴ等の活用による業務負担軽減
カ 電話等による連絡及び相談を担当する者に対する支援体制の確保
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令和6年度介護報酬改定に関するQ&A

• Vol.1 問43～問47・問51

17

⑥ターミナルケア加算の見直し

18

社保審資料P39

青本P566

ターミナルケア加算
2,000単位/死亡月

ターミナルケア加算
2,500単位/死亡月

旧 新
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⑦退院時共同指導加算の見直し

病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院 に入院中又は入
所中の者が退院又は退所するに当たり、一体型指定定期巡回・随
時訪問型訪問介護看護事業所の保健師、看護師又は理学療法士、
作業療法士若しくは言語聴覚士が退院時共同指導（当該者又はそ
の看護に当たっている者に対して、病院、診療所、介護老人保健
施設又は介護医療院の主治の医師その他の従業者と共同し、在宅
での療養上必要な指導を行い、その内容を文書により提供するこ
とをいう。）を行った後に、当該者の退院又は退所後に当該者に
対する初回の指定訪問看護を行った場合に、退院時共同指導加算
として、当該退院又は退所につき１回（特別な管理を必要とする
利用者については、２回）に限り、所定単位数を加算する。

ただし、初回加算を算定する場合には、退院時共同指導加算は算
定しない。

19

社保審資料P123 青本P568

令和6年度介護報酬改定に関するQ&A

• Vol.1 問48～問50

20
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⑧総合マネジメント体制強化加算の見直し

21

社保審資料P13・14

青本P570

新
設

令和6年度介護報酬改定に関するQ&A

• Vol.1 問145～問147

22
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⑨認知症専門ケア加算の見直し

23

社保審資料P53 青本P574

算定要件 加算Ⅰ 加算Ⅱ

認知症高齢者の日常生活自立度ⅢⅡ以上の者が利用者の２分の１以上 〇

認知症介護実践リーダー研修等修了者を認知症高齢者の日常生活自立度ⅢⅡ以上の者が20
人未満の場合は１以上、 20人以上の場合は１に、当該対象者の数が19を超えて10又は端
数を増すごとに１を加えて得た数以上配置

〇 〇

認知症高齢者の日常生活自立度ⅢⅡ以上の者に対して、専門的な認知症ケアを実施した場
合

〇

当該事業所の従業者に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る
会議を定期的に開催 〇 〇

認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者が利用者の100分の20以上 〇

認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者に対して、専門的な認知症ケアを実施した場合 〇

認知症介護指導者研修修了者を１名以上配置し、事業所全体の認知症ケアの指導等を実施 〇

介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、研修を実施又は実施を
予定 〇

令和6年度介護報酬改定に関するQ&A

• Vol.1 問1７～問２６

24
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⑩口腔連携強化加算

25

社保審資料P81 青本P576

＜新設＞
• 事業所の従業者が、利用者の口腔の健康状態の評価を実施した場合
において、利用者の同意を得て、歯科医療機関及び介護支援専門員
に対し、当該評価の結果の情報提供を行ったときに算定。

• 事業所の従業者が、利用者の口腔の健康状態に係る評価を行うに当
たって、歯科点数表のC000に掲げる歯科訪問診療料の算定の実績が
ある歯科医療機関の歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生
士に相談できる体制を確保し、その旨を文書で取り決めていること。

ご清聴、ありがとうございました。
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